
特定非営利活動法人気候ネットワーク　2009年度事業報告

○2009年度の活動について

2009年度は、コペンハーゲン会議に向けての重要な国際交渉が続き、最終的には「コペ

ンハーゲン合意に留意」という結果になった。国内では、2020年の中期目標の設定等、こ

れからの気候変動政策の方向性を巡って政権交代の前後で大きな動きがあった。京都議

定書の目標達成及び2020年の大幅削減に向けた対策の強化、効果的な政策の具体化・導

入が重要な課題であった。

気候ネットワークは、国際的な働きかけ、気候保護法の実現、具体的な政策の導入・強

化を中心として活動を展開した。これまでの蓄積も活かして、専門的な内容の評価・分

析と情報発信、働きかけを行い、ネットワークと協働も重視して活動に取り組んだ。

1　国際交渉対応

気候変動問題関連の会議（AWG、SB、COP/CMP）に参加し、Kikoの発行、ロビー活動等を

行った。国内外の他のNGO等とも連携して、内容のともなう合意づくりを目指した。CANイ

ンターナショナルとは、日本の地域コーディネーターとして主体的に連携した。グロー

バルキャンペーンも継続し、マスコミや産業界への働きかけを行った。温暖化関係の国

際交渉としてははじめて、気候ネットワークから政府代表団に入った。参加した国際交

渉会議は次のとおり。

AWG：ドイツ・ボン、3月29日～4月8日　　　　

SB：ドイツ・ボン、6月1日～12日

AWG：タイ・バンコク、9月28日～10月9日

AWG：スペイン・バルセロナ、11月2日〜6日

COP15/CMP5：デンマーク・コペンハーゲン、12月7日～19日

2　国内対策

大幅削減の中期目標の設定、気候保護法の実現と政策の導入、地域の対策促進を進め

ていく。国全体では、キャップ＆トレード型排出量取引制度、炭素税、再生可能エネルギ

ー買取補償制度などの導入を目指して活動を行った。中長期目標に関しては、政府の対

策として、地球温暖化対策基本法・国内排出量取引法のモデル案を策定するほか、キャ

ップ&トレード型排出量取引制度と炭素税に関しては具体的な制度提案を発表、各方面

へ政策提言を行った。地域レベルでも、削減が担保できる仕組みづくりを模索し、温暖化

対策と地域活性化を両立させる視点を入れ調査・研究・政策提言と実践活動を行った。

3　MAKE the RULE キャンペーン【実行委員会に参加・事務局担当】

2008年8月にスタートしたキャンペーンを他のNGO・団体等と連携して拡充し、署名活

動、地方議会への働きかけを行った。全国的な勉強会や注目を集めるイベントでのアピ

ールもおこない、アースデイ東京、COP15サイクリングツアー、地救フォーラム in 高野

山、徳島の阿波踊り等への参加、ライフスタイルフォーラム、エコプロダクツ展等への参

加、シンポジウムの開催、署名活動、議員向け勉強会、地域セミナーの開催に取り組んだ。

4　シンポジウム等

キャンペーンや国際交渉・対策の動向にあわせて、情報共有・意見交換をおこなうセ

ミナー・シンポジウム等を開催した。ほぼすべての企画で想定どおりか、想定以上の参

加があり、最新動向の共有と専門的な意見交換を行うことができた。毎年開催している

「市民が進める温暖化防止」シンポジウムでは、コペンハーゲン会議直前の情報共有、政

権交代の後の国内対策動向の共有、将来ビジョン、企業や自治体の取り組みの議論を深
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めることがきできた。毎年開催してきた蓄積があり、新たな進展段階に移りつつあるこ

とを確認することができた。また関係各界・人への発信にもなった。主催したセミナ

ー・シンポジウム等は、活動リストを参照。

5　委託・助成関係

地球環境基金からの助成で、国際交渉に関する活動を行う。自治体等と連携・協力し

ながら、プロジェクトを受託し、温暖化防止活動の実践・調査等を行った。主な助成、受

託は次のとおり。

・ 地球環境基金：国際交渉合意への働きかけ（国際会議参加、シンポジウム等）

・ 国際交流基金：ユース世代の国際交渉参加

・ 在大阪米国領事館：温暖化防止シンポジウム

・ 京都市委託：こどもエコライフチャレンジ、環境家計簿

・ 京エコロジーセンター委託：自然エネルギー学校・京都、太陽光発電貸出事業

・ 福井県若狭町：環境基本計画策定

・ 大阪府八尾市：市民会議コーディネート

・ WWFジャパン・エコパートナーズ：COP15に向けた世論形成とフォローアップ

・ 龍谷大学地域人材・公共政策開発システム・オープン・リサーチ・センター調査

・ 三井物産環境基金：温暖化防止教育プログラム開発・試行

6　会員増、ネットワーク強化

組織基盤強化のため、会員の増加、寄付の拡大に取り組んだが、十分な成果につながら

なかった。運営委員の更新を行い、新規委員も参加した。現時点の取り組みを進めるため

の体制づくりにつながっている。地域の組織との実質的な連携やネットワーク強化につ

いて検討した。次年度以降の成果につなげていくための具体的な実践に取り組む。

7　その他

その他、次のような活動を継続的に主要活動として実施した。

国内外の温暖化政策・対策、先進事例等に関する調査・研究。

「国際交渉入門」ブックレットの作成と幅広い配布。

5月から「温暖化防止ストリート」は停止し、気候ネットワーク通信（隔月）のページ

数を増加して発行。メールニュースの発行、ホームページの更新。

他のNGOやネットワーク、MAKE the RULE キャンペーン関連団体、地域組織等と継続的

な支援・連携活動を行った。

○事業区分ごとの活動リスト

　事業区分ごとの活動項目は次のとおりである。

１　市民啓発・情報提供

（１）国際交渉連続基礎セミナー　（京都・3回連続、福島・郡山）

（２）セミナー・シンポジウムの開催

　　・アメリカの気候変動政策と今後の動向（東京・4月23日）

　　・温暖化防止市民シンポジウム（京都・6月20日）

　　・世界の地球温暖化対策（京都・9月2日）

・国際交渉シンポジウム（東京・10月23日）

・米国の温暖化対策最新動向（京都・11月13日）

　　・市民が進める温暖化防止2009（京都・11月28-29日）

　　・COP15/CMP5報告会（東京・京都・1月21日）
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（３）情報の整理・発信

　　・ニュースレター（第66号～第71号）発行

　　・国際交渉通信「Kiko」の発行

　　・リニューアル版・メルマガ発行（1〜24号）　

　　・ホームページの改訂・更新

　　・「わかる！コペンハーゲン会議」国際交渉ブックレットの作成

　　・パンフレット等の改訂

・ コミュニティFM「ラジオカフェ」での放送

（４）MAKE the RULE キャンペーン【実行委員会に参加・事務局担当】

・イベント等でアピール：アースデイ、COP15サイクリング、徳島阿波踊り、他

・中期目標に関する世論調査・新聞一面広告の掲載

・署名・地方議会決議の呼びかけ

・地域セミナーの開催

２　調査・研究・提言

（１）2013年以降の枠組みに関する国際交渉について

（２）自治体の対策と地域・経済の活性化について

（３）炭素税・排出量取引等の調査・研究と提言

（４）情報公開訴訟と開示情報分析

（５）全国の先進事例、ネットワークの取り組み調査・研究

（６）自然エネルギー普及

（７）温暖化防止教育

３　各地での取り組みの経験交流・促進

（１）環境関連イベント・シンポジウム、ネットワークなどとの交流

（２）地救フォーラム in 高野山実行委員会への参加

（３）首都圏の自治体・地域のNGOとの連携・協力

（４）炭素税研究会との連携

（５）エネルギー関係団体との連携

（６）消費者団体等との連携

（７）ストップ・フロンとの連携

（８）地球温暖化防止京都ネットワークとの連携（法然院で地球温暖化防止展、他）

（９）自然エネルギー市民の会との連携

（10）きょうとグリーンファンドとの連携

（11）各地の自然エネルギー学校との連携

（12）全国地球温暖化防止活動推進センターとの連携

（13）きんき環境館との連携（自治体向け連続ゼミナール、他）

（14）温暖化防止COP15ネットワーク関西との連携

（15）琵琶湖・淀川環境列車実行委員会への参加

（16）環境関連学会との連携

（17）低炭素社会づくり「対話フォーラム」への参加

（18）インターンの受け入れ

４　国際交渉・政策決定への参画

（１）COP15/CMP5へ参加（政府・他のNGOとの意見交換、情報提供、政府代表団入り）

（２）SB（ボン）、AWG（ボン、バンコク）、非公式会合への参加

（３）CAN-Jへの参加（グローバルキャンペーンの実施）
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（４）審議会等の政策動向ウォッチ

（５）中央政府・国会へのロビー

（６）自治体等への働きかけ、政策提言

（７）将来枠組みに関する検討

５　国内外の市民・NGOへの支援

（１）地域温暖化対策促進のための支援・交流　

（２）地域での講演活動など

（３）都道府県地球温暖化防止活動推進センターや地域協議会への協力

（４）京のアジェンダ21フォーラムへの協力

（５）京エコロジーセンター活動への協力

●委託プロジェクト

（１）京都市環境家計簿事業

（２）京都市こどもエコライフチャレンジ事業

（３）京エコロジーセンターの委託事業

　　　・自然エネルギー学校・京都（第11期）実施

・太陽光パネル貸出事業

（４）福井県若狭町環境基本計画策定支援

（５）地球環境基金、環境保全戦略講座（温暖化防止部門）

（６）龍谷大学地域人材・公共政策開発システム・オープン・リサーチ・センター調

査

（７）大阪府八尾市市民会議コーディネート
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